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ベトナム通信 〜当社グループ現地スタッフによる最新情報〜 

＜情報提供資料＞ 

ベトナムにおける移動通信の歴史は、第 2 世代移動通信システム(2G)は、1992 年からと⽐
較的早くから展開されたものの、第 3 世代移動通信システム(3G)および第 4 世代移動通信シ
ステム(4G)の導⼊は、他国よりも 7〜8 年ほど遅れたと⾔われています。このような過去の教訓
から、第 5 世代移動通信システム(5G)の開発については早い段階から⾮常に積極的に取り組
んでいます。 

現在、ベトナムの地上モバイル加⼊者の 95％以上の市場シェアをベッテル(Viettel)、ビナフォン
(Vinaphone)、モビフォン(Mobifone)の⼤⼿ 3 社携帯電話会社が占めています。この 3 社
は 5G の開発競争を繰り広げていて、3 社とも既に⼀部地域で 5G の商⽤サービスを展開して
います。 

① ベッテル 

ベトナムの５G 

2020 年 12 ⽉ 17 ⽇ 

2019 年 1 ⽉ 

2019 年 5 ⽉ 

2019 年 9 ⽉  2020 年 1 ⽉ 

2020 年 10 ⽉ 

2020 年 11 ⽉ 

5G 商⽤サービスの試験提供
に許可 

ハノイのホアンキエム区、バーデ
ィン区、ハイバーチュン区の都⼼
で 5G 商⽤サービスを開始 

5G サービスの試験的な展
開について認可を取得 

5G サービスで初めて
の通話テストに成功 

同社開発のトランシーバー
「gNodeB」による 5G サー
ビスのビデオ通話テストの
実施 

ホーチミン市全域をカバーする
ナローバンド・モノのインター
ネット(NB-IoT)基地局 1000 か
所を設置し、ホーチミン市 10 区
12 街区全域で 5G の運⽤テスト
を実施 
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ベトナム通信 〜当社グループ現地スタッフによる最新情報〜 

＜情報提供資料＞ 

② モビフォン 

➂ビナフォン 

2019年7⽉

5Gサービスの試験的な展開について認可を取得

2020年4⽉

ホーチミン市とハノイで5Gサービスのテストに成功

2020年11⽉27⽇

ハノイ市、ホーチミン市で 5G商⽤サービスを開始
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＜情報提供資料＞ 

2021 年に、ベトナムでは 5G の⼤規模な商品化が計画されています。「超⾼速化」、「超多数
同時接続」、「超低遅延」といった特徴を備えた 5G は、働き⽅改⾰やリモート学習に対応する
だけでなく、ベトナムにおけるデジタル変⾰の促進および IoT 機器の展開にも寄与することが期
待されています。 

http：www.capital-am.co.jp                                                    以上          


